












1.は じめ に一 問 題 の所 在
2001年の組織再編以来 、精 力的に活動 を続 けて きた国際会計基準審議 会(ltLSB)によって
策定 され た国際会計基準(IAS)な らびに国際財務報告 基準(iFRS)(//の欧州連合(EU)域
内 における適用 をめぐって、欧 州委員会 とIASSとの間の最終 調整が大詰 めを迎 えてい る 〔2}。
2001年のIASBの発足 当初 は、.2005年以降 にsu域 内のすべての企業 が連結財務諸表 の作成 に
際 して準拠すべ き基準 として、IASBの策定す る鵬/iPRSに 対 して欧州 委員会か ら包括 的な
承認 が与 えられ る もの と目 されて いた。旧IASCの改組 に向 けた動 きの中で 、欧州委.員会 は
2000年の早 い段階 で、EU域 内のすべ ての上場企業の連結 決算 において準拠す べ き基準 と し
て2QO5年1月以降はIASを受 け入れ るこ とを表 明 していたか らで ある13)し か し欧州委 員会
は2005年を間近 に控 えた2003年の後 半になっ.て、欧州財務報告 諮問 グルー プ(EFRAG)を
新 たに設 け、IAS/IFRSのEU域内適用の諾否 を個別 に吟味す るスキ ーム を採 用す るこ とに
なった。その結果、IASBが2004年3月まで に策定承認 したLSS/IFRSのうちの一部について
は、EUが 受け入れないまま2005年1月を迎 える ことになる可能性 も出て き.てい る 〔4)。
旧IAS時代 に策定 され 、その後.....・部 が改定 され た金融商品 関連 の会計基準(IAS32号ならび
に39号)(5}が、EU域 内の根 強 い反対 に遭 遇 して欧 州委 員会 の承認 を得 る ことが難航 してい
る事実は今 日では良 く知 られてい るところで ある。 その他 にも、IASBがその発足の 当初か ら
積極的 に取 り組 んで きた4つ の統合(convergence)プロジェク ト(fi:のいずれ において も、
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議論が予想外 に紛糾 し、2004年2月にIFRS2.号(asp[2004a])として確定 された株 式報 酬
制度 以外の3つ のプ ロジェク トにつ いては、い まだ最終 的 な基準 策定 にまで至 ってい ないの
が実状 で ある。つ まり企業結合プ ロジェク トと保険契約 プ ロジェ ク トは、いずれ もIFRS3号
(IASB[2004b])とIFRS4号(IASB[2004c])とい う形 で....一応 は基準 の確定 に漕 ぎ着 けては
い る ものの、 この2つ の基準の 中身 は比較 的論点の少 ない部分 に限 られ、論点の 多い部分 は
2004年4月以降の フェーズ2に 審議が先送 りされてい る(T,。さらに業績報告 プロジェ ク トに
至 っては、プ ロ ジェク ト着手 後3年 余 を経 た.今日に おいて も、 いまだ公開草案の公表 には程
遠い状況 にある。4つ の プロジェク トの うち唯一最終的 な基準 の公表 にまで漕 ぎ着 けたIFRS
2号 につ いて も、 これ と同 じ時期 にIFRS2号とほぼ 等 しい内容 で米 国財務 会計基 準 審議 会
(FASB)から公表 された株式報酬制度に関す る公開草案(FASB[2004])が、米国議会 等の
激 しい抵抗 にあって基準確 定が難航 してい ること(8)を背景 として、EUに おけ る受 け入 れの
諾否 に関するEFRAGの検討が先 送 りされ ている。
この よ うに、2005年か らのEU域 内の全面適用 を 目指 し、また世界 の会計基準の統 合(con・
vergence)を目指 して、2001年か ら基準の積極的 な策定 を進めて いる正ASBの中心的な プロジ
ェク トが、いずれ も予想外 に難航 して いる事 実の背景 には、基準 策定 の基礎 に横 たわ る概念
フレーム ワー ク、そ して その 中核 にある利益概.念をめ ぐる世.界的 な見解の対立 がある。本稿
は、近年 のIAS/IFRSの設定 をめぐる争点 の源が利益概念 をめ ぐる2つ の見解の対立 に ある
とい う事実 を指摘す るとと もに、 この2つ の利 益概 念 を会 計情 報の機能 にひ きつ けて再検 討
する ことを課題 としている。
2.IASBのコ ンバ ー ジ ェ ンス ・プ ロ ジ ェ ク トにお け る争 点
まず、近年のIASBの基準設定 プロセス、 中で もコンバ ージェ ンス ・プロジェク トにおける
争点 の 中核 が利益概念 をめ ぐる.見解の違いに あるとい う事実 を再確認 して お きたい。
(t)業績 報 告(performancereporting)
利益概念 をめ ぐる意見対立 が最 も端的な形 で顕 れてい るの は、い うまで もな く業績報告 プ
ロジ ェク トで ある。 この プロジェク トにおい ては、当初、企業 の業績 報告の 「表示形式」 を
世.界的 に統合 す るための検討 が意 図 されてい たが、その後の議論 の過程で、必然的 に、業績
とは何か 、利益 とは何か、 とい う問題 が議論 の姐上に⊥ ることになったか らで ある。そ して、
この会計上 の最 も基本 的 な概 念 に対 して、い まだに世界 の.会計関係者 の間で コンセ ンサ スが
得 られてい ないことがはか らず も露.Fされ ることになったので ある 〔9;。そのため審議の過程
ではプ ロジェク トの続行 自体に疑義 が寄せ られ る事態 を招 い たが、IASBは2003年に実施 し
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た独自の サンセ ッ ト・レビューの結果、 このプ ロジェク トの続 行を決 めている(io)o
ただ し、業績報 告 をめ ぐるIASBの提案 に対 して は、Fl本の 企業会 講.1'基準委員会(ASBJ>
をば じめ とす る各国 の基準設定主体 か らの批判 が続 出 したことを踏 まえて(u7、2003年10月
のボー ド会議 におい て新たな対策 が講 じられ る ことにな った。 まず 「業績」 とは何か とい う
厄介 な論争 を避 ける意味 で、プ ロジェク トの名称 その もの が 「包括利 益の報告」 と改称 され
ている。そ してこの会議 において、アメ リカの財務会計基準審議会(FASB>と の合 岡ワーキ
ン.グ.・.グル ープを設置 するこ と.が合意 され て.い.る、=....さ.ら1こ..2004年.4月の.ボ白 ド会議において 、
2001年の プロジェ ク ト開始以来.イギ リスの会計基準 審議会(ASB>と のパ ー トナーシ ップの
もとで進めて きた プロジェク トの組織編成 が全面 的に.見直 され 、.つい にイギ リスASBとのパ
ー トナ ーシ ップを解消 して、 アメ リカのFASBとの新た なパ ー トナーシ ップの もとで この プ
ロジェク トを仕切 り直 すことが決 め られて いる(]2)。
ここで、会計上 の利 益計算 をめ ぐる世界 的な論争 の発端(13;となった、 イギ リスとのパ ー
トナーシ ップの もとで進め られていた業績報告 をめぐるIASBの提案の特徴 を簡単に振 り返 っ
てお きたい。業績報告 をめぐるIASBの旧提案は、 まず 「貸借対照表 上の純 資産の2時 点問の
評価 差額」 を包括利益 と定義 し、 この金額 が業績 を示 す もの と解 した上 で、 この外延 に内包
され る諸要素の区分 表示の問題 として業績報告 を扱 お うと してい る点 に特徴 があった。その
基本的な構造 は図表1に 示 され ている通 りであるが、 このIASBの旧提 案の特徴は、企業業績
を 「純利益一1ではな く 「包括利益」 で捉 えてい るとい う点 で、業績報告 のあ り方 に対す る見
方の大転換 であ った とい うことがで きる。等 しく包括利 益の報告 を定 めたアメ リカのFAS130
号に おいて は、あ くまで も 「純利益」 に業績 と しての意昧 が与 え られ てい ることと対比 させ
ると、 この違 いは歴 然 と して い る。つ まり等 しく包括利益 を報告す る場合 で あって も、次の
2つの等式の持つ意味 は異 なって いる。
r括 利 益=純 利益+そ の他 の包括利益
包括利 益=再 測 定前利 益+再 測 定差額
1田ASB提案 では、包括利益 がまず事業活動か らもた らされ る もの と財 務活動 か らもた らさ
れ るものに区分 された上で、 さらにその各々が、左右 の2つ の列 に区分 され ていた。
図表9LASS提 案の基本構 造b9}
会 計 再測定前利益 再測定差額
営業(operating) XX x X





この うちの右列の 「再評価差 額.」とは、資産 負債 を時価評価す ることによって認識 され る
時価評fdG差.額の ことで ある。...一・旦包 括利益 の内訳項 目 として認識 された 「再測定差額 」 は、
その後の実現時 に再測定前利益 に再分類(リ サイクル)す ることが禁 じられて いたため 、業
績報 告の 中か ら従来方式の純利益 の金額 を直接 的に読 み取 ることはで きな いこ とにな ってい
た。IASBは、r純利益」 に限 らず、 いかな る単......・の金額 も企業 の業績指標 と して は不完 全 で
あ り、 また単一の金額 に加工 す る過程で歪曲(distor乳ion)され る可能性 があるため、資本取
引 を除 く資産 と負債 の毎期の変動の構成 要素 をその ま.ま業 績 として表示 す ることこそが正 し
い業績報告の姿 であると、 その提案理由 を説明 して いた。
この提 案が 日本 およびアメ リカの現行 基準 と顕 著 に異 なる点 は、再測定鶉 額が後 に実 現 し
た と きに再測定前利益 に再分類(リ サ イ ク リング〉す ることが禁 じられて い ることで ある。
したがって、上 図の再測定 前利 益の合計 は、 日米の現行基準で示 され てい る純利 益 とは異 な
るものに なる。 図表2に 示 されて いる ように、等 しく包 括利益 を報告す る場合 であ って も、
再測 定 差額 、つ まりアメ リカ基 準 にお ける 「その他 の包括 利益」 項 目や 日本 基準 にお け る
「資本直 入」項 目をその実 現時に純利益 に改めて振替 える場合 には、「その他 の包 括利 益」項
目等 はあ くまで も経過的に報告 されてい るに過 ぎず、業績報告の眼 目はあ くまで も 「純 利益」
の報告 にある。 それに対 して、図表1に おい ては、包 括利益の構成要素 は一旦報告 され ると

































































2001年のプ ロジェク ト開始後 、LOO4年4月にア.メリカFASOとのパ ー トナー シップ に切 り
替 わる までの イギ リス とのパ ー トナーシ ップの時代 には、IASBは一一貫 して図表1の よ うな業
績報告 の形 を主張 し続 けて きた.こ の よ うな流 れ が変 わ り始めたの は、2003年の後半 の こと
で ある。 この時期にな って、ア.メリカPASSが必ず しもこの 臨SBの考 え.方に同調 しない こと
が明確 になった ことがその原 因の 一つ と考 え られ る。 その結果 、iASHは従来の主張 の一部 を
撤 回 し、次 の3項 目についてFASBと間で暫定合意 を した.とで 、議論 をセグメン トAとBに 分
け(ts:、当面 は暫定合意の範囲で セグ メン トAに おけ る議論 を進め 、 リサ イクルの是非 や包 括
利益 の中 に示 され る 「小 計」の具体 的な意 味づ けに関す る議論 はセグメ ン トBに おいて進め
るこ ととしている。
① 「その他 の包括利益」 を存続 させ ること
② 「その他 の包括利益」の前 に合計値 を.表示す ること
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③ 包括利益の報告 をワン ・ステ ・一・ト.メン ト形式 でnう こと
..と記の うち、① と② については、IASBは包括利益 を詳細 に区分 して示す ことが望 ま しい業
績報 告の あり方で、 たとえ どの ような数値 であって も、その中に合計値 を示 す ことは望 ま し
くない という見解 をとって いたことに照 らせば 、IASBがFASBに譲歩 した内容 にな ってい る。
ただ し、 ここで想 定 され ている 「合 計値」 が純利益 になるか否 かは 、分か らない。 また仮 に
その合計値 に 「純利益」 とい う名.称がつ けられた として も、 「その他 の包 括利益」の リサ イク
リング を伴わない純利益 では、図表4の よ うな純利益計算 は達成 され ない ことに なる。.一..・方
③ につ いては、アメ リカの現行基準(FAS130号)で認 められて いる3つ の報告様 式の選択肢
を1つ に絞 ることになるか ら、FASB側がIASBに譲歩する形 になっている。
いずれ にして も、IASBがス トックの評価の結果 として業績 を捉 えてい るのに対 し、 日米の
現行 基準 において はス トックの評価 に対 して も一定の配慮が払われ てはい るものの、利益 計
算 はそれ とは異な る視点か ら行われてい る事実に着 目してお く必要 がある。
(2)企業結 合(businesscombinati.on)
この業績報告 プ ロジェク トほ どには顕在化 していない残 りの コンバ ージ ェン.ス・プロ ジェ
ク トの一つ であ る企業 結合 につ いて も、同様の意 見鰐立 を指摘 す ることがで きる。前述の よ
うに、IASBは2004年3月にIFRS3号を公表 した。 この基準 は、周知の よ うにアメ リカの現行
基準で あるFAS141号(FASB[2001a])ならび にFASI4'L5(FASB[2001b])に酷似 した
内容 になってい る。す なわ ち、いかな る企業結合 に対 して もパ ーチ ェス法 が適 用 され ること
とされて お り、その結果 と して認識 され るのれん について は、従 来の ように規則 的に償 却す
る代 わ りに、減損 テス1・のみが適用 され ることと されてい る。穿 った見方 をすれ ば、IAS途は
このよ うな形でア メ リカ基準 と同様 の内容 を採用す ることによって、議論の紛糾 を避 け るこ
とがで きた と考え ること もで きる。 このア.メリカ方式について は、理 論的 に問題 な しと しな
いが(n;、ここでは深 く立 ち入 らない。
問題 は、企業結合 プロジェ ク1・において フェー.ズ2に先送 りされ てい る議論の中身で ある。
そこでは、少数株主持 分につ いて ものれ んを認識 す るいわゆ る 「全部 のれん方式」 が提案 さ
れてい る。この方式 の根底 に横 たわ る発想 と、現在 、 日本 基準 をは じめ として アメ リカにお.
いて も採用 されて いる 「買入のれ ん方式Jの 基本 的な発想 とは大 きな隔た りが ある。買入の
れん方式 において計上 され る 「のれ ん」 は、Sfibに 際 して取得企業 か ら被取得企業 に.支
払われた買入対価の うち、個 々の資産 に配 分で きない金額 であ る。企業結合 に関す る会計処
理 の眼 目は 、企業 結合 後 に当該企業 結合 の成 否 を確 かめ るため に、当該 企業 結合 に際 して
「支払 われた対価(取 得 原価〉」 を上回 るキ ャッシュフaが その後 に獲得 されたか否か を確
認 するための情 報 を提供す る ことに ある と考 えることがで きる。その ためには、取得原価 を









どい.う発 想の根底には、連結集団の純資産の金額 を.可能 な.限り.企業結合時の時価ベースで表
示 しようという見解が横たわっている。ここでも、ス トック情報を重視するIASBの兄解を垣
間見ることができる。全部のれん.方式を採用 した場合に、企業結合時に認識 された 「全部の
れん」とその後の利益計算とがどのようにかかわるのかとい う点については、現段階でその




同 じことは、保険契約 プ ロジ ェク トにおけ る議論 の中 において も観 察す る ことが で きる。
このプ ロジェク トで は、前述 したよ うに2003年3月にIFRS4号が公表 され ているが、その 中
身は基本的 にこれ まで欧 州の各国で使 われて きた会計基準 をその まま使 えるよ うな基 準に な
ってい る。 そ して論 争の多い部分 、つ ま り資産 ・負債法 に基づ いて保険契約 に対す る本格的
な会計基準 をつ くり直す、 とい うiASRの提案 に対す る本格 的な論議 は、フェー.ズ2に先送 り
されてい る。先送 りされている保険契約 の.会計 に村す るIASBの提案は、金融商品の会計処理
について全 面時価会計 を提唱 したJWGの200⑪年12月の基準案(JWG[2000])Uelを、保険
契約 に適 用 しようと した もので あったが、a本 は もちろん欧 州の保険業界 の猛反発 に遭 い、
結 局.議論 が.先延 ば しになってい る。 ここでは、 この プ ロジェク トの議論 を詳細 に取 り土 げる
ことはで きないが、 このプ ロジェク トにおいて も、資産負債 を可能 な隈 り時価評価 して、 そ
の期間差額 を業績 として捉 えよ うとす るL4SBの基本的 なスタン.スと、それ に反発す る業界等
の意見対立が あるとい う事実 を指摘 することがで きる。










しか し利益 に関す る多様 な定義 を改めて検 討 してみ ると、様 々な利益概 念は概ね2つ の類
型 に大別 で きるこ とが分 か.る..⑳。...そ..して そ.れは.、....利益 (i.neo.me.).ない しは所 得.(income)
を導出す る際 のス1・ック とフローない しは資本 と利 益の規 定関係の違 いに基づ く2つ の類型
であ るとい うことがで きる。図表5は 、著名な1.Fisher(Fisher[1930])の示 した 「資本一
所得 関係図」で あるが、 ここでは資本財 とい う実体 か ら流 れ 出す サー ビスその ものが所得で
ある と考 えられてい た。 そ して、 この意味での所得 か ら所得 の価値 が導 かれ、それに よって
資本の価値が決 まるもの と考 えられて いた(21}。つ ま り、サービスのフロー としての所得 によ
って、資本 の価値 が規定 される と考 え られていた.ので あ る。Fisherは、貯蓄 に回 された富 を
所得 に含めなか ったが(22)、それは貯蓄 に回 された富 はサ ービスの フローではなく資本財で あ
ると考 えられていたためであ る。
図表5Fisherの資本一 所得 関係 図(Fisher[1930]p.L5>
資本財 一一一一 一一 サービスのフロー(所得)
s
曹
資本価値 一 一 所得価値
一方 、 この見解 と反 対の立場で 資本 と所得の関係 を捉 えてい るの が、図表6に 示 す ような
Lindah]=Hicks流の見解 〔23〕で ある。 この見解 においては、資本価値 と所得 の規定関係 が先
の図表5と は逆転 している ことに留意す る必要 があ る。つ ま りLindahl冨Hicksによれば 、期
待 将来 サ.一ビスの流列 か ら資本価値 が まず導かれ、所得 はその資本価値 の期 間差額 として導
かれ る。 よ り具体 的には、資本価値 とは期待将 来キ ャ ッシュ フローない しは期待将来利益 の
割引現在価値で あ り、利益(所 得)と はその期間差 額.をさす。
図表6Lindahl[1933]の資本一 所得関係図(辻rll[1991]p.25より)
資本財 一一 一期待将来サ 一ービスの流列
1
所得 畷一 一一 一一一一一 所得価値
図表5に 示 されているFisherの見解 と、図表6のljndah1=Hicks流の見解 との問には大 きく
異な る点 が2つ ある。その第1は 、先述の よ うに、資本.一所得 の規定 関係 が逆 にな ってい るこ
とであるが、第2は 、Fisherがuしてい るサービスのフ ロ 一ー.が現在 の ものであるのに対 し、
一S一
国際会計基準の争点
Lindahl=Hicksが着 目 してい るのは将来 の フローである とい う点で ある。2節 でみたIASBの
1日擾案 は、 スhッ クの評 価差 額 を利 益 とみて い る点で 、 この2つ の見 解の うちLindah]冨
Hicksの見解 と.共通 してい るが、Hicks流の見解が資本財 か らもた らされ る将来 フローを用 い
てス トックの評価 を行 うことを前提 としてい るのに対 し、LASBの暇提案は、市場価格 によっ
て手 持ちのス トックの評価 を行 う点で 、異 なってい る。 したが って改 めて指摘 す るまで もな
く、Hicksが想定す る資本価値 にはのれ ん(超 過利益 の割 引現 在価 値)が 含 まれ るの に対 し、
IASBの旧提案 の利 益計算の基礎 にな..る.純資産 に、はの.れんは含 まれ ない.し か もIASBの旧提
案 では、手持ちの資産 や負債 のすべて を時価評価 す るこ.とが想 定 されて いるわけではない か
ら、そ もそ もその結果 として計算 され る純資産 、そ してその差 額 と して導 かれ る包括 利益 が
どのよ うな意昧 を持 ってい るのか、理解に苦 しむ ところで ある。
では、会 計上の利益計算 は、本来Fisher流の利 益概 念 とHicks流の利益概念 の うちのいず
れ の情報機 能を担 って い ると考 えられ るの であろ うか。次 節で ば、 その 問題 を検 討す ること
に したい。
4..会計情報の機能 と利益の質
会計情報 は さま ざまな 目的 に使われて い るが、周知 の ように、FASBならび にIASBにおけ
る概念 フ レーム ワークにおいては、会計情報 の利 用 目的がひ とまず 「投 資意思決定 目的」 に
絞 られてい る(za)。この投資意思決定 巨的に とって.、会計情報 、中で も利益情報 がどのよ うな
役割 を果 た してい るの かにつ いて は、明 らかに され るべ き点が 多 く残 されてい るが 、少 な く
と も投 資家の事前の期待形成 のため に会計情報 が どの ように用 い られるのか とい う点 に焦点
を当てれば、Beaverの指摘 した次 のよ うな3つ のtjンケー ジ(zs;が今 日ではよ く知 られ てい
る。











れ によ って、企業価値 を推定 す る基礎 とな りうる情報 であ ると考 え られて いるので あ る。改
めて指摘す るまで もな く、 この考 え方は前節 で検 討 したHicksの利益概 念で はな く、Fisher
の利益概 念に通 じて いる.利 益(所 得)と は企業価植 を評価 した結果 と して導かれ るア ウ ト
プ ッ ト情 報ではな く、企業価値 を推定 す るための インプ ッ ト情報 で あると捉 えられて い るか
らで ある。
ここで2つ の利益概念の関係 を改めて示す と、図表8の ようにな る。
...図表e.
Gつの.利益概念
資本財一一一1実 現・・一(利到 一1辣 鮒 サー ビ・の潮
↓
資本価値の輔 差額(利益>1尋 一 一 一 一 一 一 資本価値
図表8に 示 され ている2つ の利益概念 の うち第1の 利益概 念は、企業価値評価 に対す る イン
プ ッ ト情 報で あるのに対 し、第2の 概念 は企 業価値評価 の結果 として導かれ る利益 を意 昧 し
て い る。近年 の国際会計基 準の争点 となって い る純 利益 と包括利益 をめ ぐる見解 の相 違 は、
ま さにこの2つ の利 益概 念をめ ぐる意見対立 といっても過言 ではない。
図表7に 示 したBeaverの指摘す るリンケ ージでは、現 在の利益 は、将来利益 ない しは将来
キ ャ ッシ ュフロー を推 定す るための.インプ ッ ト情:報である と捉 えられて いた。つ ま り利 益情
報 は企業の将来 キ ャッシュ フローの創 出能力(cashgeneratingpower)を推定す るための情
報 で ある と捉 え られ ていた。 したがってその 目的 に資す る程 度に よって 「利益の質」 が判定
され るこ とになる。つ まり将 来 キャ ッシコ.フローの予測能 力に照 らして 「利益の質」 が捉 え
られ ていたのである。
ちなみにBeaver[iysi]では、その企業の将来 キ ャッシュ.フローの創 出能力の推定 に とっ
て 、会 計.上の利益 は現在の キ ャッシュフローよ り質の高 い情報 であ るとい うことも指摘 され
て いた。会計上の利益情報 とta,その企業の将 来キ ャッシュフ ローの創出能力 をより良 く推
定で きるように、現在の キャッシュフロー を加工 した情報で あると考 え られていたので ある。
次のuに はその ことが端的に示 されている。


















ところが、近年 、会計上の 「利益の質(earningsquality;)jlこついてこのような考 え方 とは正
反対の見解が表れている。例 えば次 の引思は、そのような見解の代表的なもの と考えられる ⑳ 。
「我 々 は 、利 益 の 質 と は 、報 告利 益 が ピ ック.ス流 の利 益 を忠 実 に.表現 して い る程 度 で あ る と定 義 す る。」
(SchipperandVincent[2003]p.98.)
SchipperandVincent[2003]によれば、(..ヒ述のBeaverの晃解やFASBの概 念 フレームワ
ークによる)意 思決定有用性 の観点(zZ.か.ら利益の質.を評価..(実証)し よう..とす ると、まず情
報 の利用 目的 と情報 の利用者 に関す る前提 を蹴かなければな らないため、導 かれ た実証 の結果
は、最初 に置かれた前提 に依存 した(context-specificでcontexGdependentな)もの になって
しまうとい う。 したがって、実証的 には扱 いに くいか も しれ ないが、中立 的で前提 に依存 し
ない(context・freeな)ベンチマ ークと して 、Hicks流の利 益 を用 い ることによって 、実証の
うえでは扱いやす いが前提依存 的(context・dependent)な意思決定有 用性 アプローチを補完
する ことがで きると主張す る。 さらに彼 らに よれば、Hicks流の利益(HicksianIncome)(281
は観 察不可能 だが、その近似値 は求め ることがで きる とい う。 か くして、前掲 の利益の質 の
定義 が導 かれることになる。
改 めて指摘 す るまで もな く、 この見解においては、会計上の利益の質が図表6な い し図表8
の第2の 利 益 との近似 度合 いによって判定 され るこ とに なるか ら、キ ャ ッシュフローの配分
の結 果 としての純利益 ではな く.ストック評価の結果 としての包括利益 のほ うがよ り質の高 い
利益 とされ ることは自明の ことで あるように思 われ る。そ して そ こでは、会計情報の機能 が
図表7に 示 されてい るBeaver流の リンケージとは異 な る関係 で捉 えられて いることに留意 す
る必要 がある。
Beaverはかつ て 、(1).不確実性 の もとで はHicksianIncomeの測定 は不.可能で ある こと、
そ して(2)も し仮にHicksianIncomeの測定 が可能 な ら、(その前提 と してすで に企業価値 の
評価 が終 わって しまってい るこ とにな るか ら)そ もそ も会計上 の利 益 には意 味がな い こと、
を指摘 した うえで、会計情報 の機能 を前掲の リンケージの なかで捉 えていた、1「利益の質」 を
HicksianInwmeとの相関関係で は捉 えるSchipperandVincentの見解 は、このBeaverの見解
とは正反対の立場 に立 っているとみ ることがで きる.
5.お わ り に
以..L検討 してきたように、近年のIA5/IFRSの設定をめぐる様々な争点の源には 「純利益」




うことを明 らかに した。それ は、会 計情報 とは、投資家 の企業価値 評価 のための インプ ッ ト
情報 と しての役割 を担 ってい るの か、それ とも、企業価f直評価 その ものにで きるだけ近い情
報 と しての役割 を担 ってい るのか 、 とい うことに対す る見解 の根違 と言 い換 えること もで き
る。今後のIAS/IFRSの設定、ひいて は.会計基準の国際的な コンバ ージェ ンスを達成す るため
に は、 まず もって 、 この問題 に対す る世 界的 なコ ンセ ンサ スの形成 こそが求 め られ てい る。
この点 に対す るコンセ ンサスが欠如 した まま、個別 の基準の策定 を急 ぐことは、将来 的に無
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(IAS)を一括 承 認 す る と と もに 、2001年のIASB体制 以 降 に新 た に公 表 され る基 準 につ い て は 、 国
際 財 務 報 告 基 準(IFRS)と い う名称 を用 い る こ と と して い る。
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「純 利 益 」 とは何 か 、 とい う本質 的 な議 論 に は 立 ち入 らず に 、PAS/30号1..包括 利 益 の報 告HFASB
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(23)詳し く はLindahl[1933]ならび にHicks[1939]を参 照 。
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